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平
成
２５
年
度
の
概
算
要
求
に
先

立
ち
、
総
務
省
は
９
月
７
日
、「
平

成
２５
年
度
総
務
省
所
管
予
算
概
算

要
求
の
概
要
」
と
「
平
成
２５
年
度

地
方
債
計
画
案
」
を
公
表
し
た
。

概
算
要
求
の
う
ち
、
地
方
交
付
税

で
は
、
地
方
団
体
へ
の
交
付
ベ
ー

ス
で
１７
兆
１
９
７
０
億
円
と
事
項

要
求
を
求
め
た
。
「
中
期
財
政
フ

レ

ー

ム
（
平

成
２５
年

度
〜
２７
年

度
）
」
「
概
算
要
求
組
替
え
基
準
」

に
沿
う
形
で
２４
年
度
の
水
準
を
下

回
ら
な
い
よ
う
確
保
す
る
。

地
方
債
計
画
案
で
は
、
２５
年
度

に
措
置
す
る
額
と
し
て
１３
兆
４
５

５
４
億
円
を
予
定
し
て
い
る
。

地
方
交
付
税
は
１７
・
２
兆
円

総
務
省
は
一
般
会
計
予
算
の
概

算
要
求
額
を
１７
兆
８
５
５
７
億
円

と
し
た
。
こ
の
ほ
か
２４
年
度
同
様
、

一
般
会
計
と
は
別
枠
で
東
日
本
大

震
災
復
興
特
別
会
計
を
設
け
、
総

務
省
関
係
費
合
計
額
と
し
て
２
３

３
億
円
を
要
求
。
あ
わ
せ
て
同
特

会
の
う
ち
、
地
方
交
付
税
分
に
つ

い
て
は
事
項
要
求
と
し
て
計
上
す

る
。
２４
年
度
に
つ
い
て
は
、
同
省

関
係
費
合
計
額
と
し
て
５
７
３
６

億
円
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

一
般
会
計
の
う
ち
交
付
税
特
会

通
常
分
へ
の
繰
入
額
は
、
対
前
年

度
比
２
・
０
％
増
の
１６
兆
９
３
２

１
億
円
。
地
方
公
共
団
体
金
融
機

構
の
公
庫
債
権
金
利
変
動
準
備
金

の
活
用
な
ど
を
見
込
み
、
実
際
に

自
治
体
へ
交
付
さ
れ
る
出
口
ベ
ー

ス
で
は
、
地
方
交
付
税
と
し
て
対

前
年
度
比
１
・
５
％
減
の
１７
兆
１

９
７
０
億
円
を
確
保
す
る
。
震
災

関
係
に
つ
い
て
は
別
途
、
事
項
要

求
と
し
た
。
な
お
、
昨
年
に
引
き

続
き
、
地
方
交
付
税
算
定
の
基
礎

と
な
る
所
得
税
の
法
定
率
分
引
き

上
げ
を
事
項
要
求
と
し
た
。
３２
％

か
ら
４０
％
へ
と
引
き
上
げ
１
兆
８

０
０
億
円
の
上
積
み
を
目
指
す
。

平平成成２２５５年年度度「市町村アカデミー開設２５周年記念特別セミナー」
～開催のご案内～

市町村アカデミーでは、当アカデミー開設２５周年を記念して、全
国の市町村長及び市町村議会議員の皆様をお招きして、時局の話題
や自治体が直面している重要課題を取り上げる宿泊型特別セミナー
を開催します。
今回は、１１月８日（木）と１１月９日（金）の２日間、それぞれの

分野でご活躍されている講師による講演を行います。
多くの皆様方のご参加をお待ちしております。
◆日時：平成２４年１１月８日（木）１３：００から

１１月９日（金）１２：１５まで
１１月８日
１３：３０～１５：００ 「これからの政治の行方（仮題）」
朝日新聞オピニオン編集長 星 浩 氏

１５：１５～１６：４５ 「最近の分権論議に危惧すること（仮題）」
第３０次地方制度調査会会長 西尾 勝 氏

１１月９日
９：００～１０：００ 「国の出先機関改革と道州制をめぐる諸問

題（仮題）」
成蹊大学法科大学院教授・地域主権戦略会議構成員
全国市町村研修財団理事 小早川 光郎 氏

１０：２０～１２：００ 「今後の広域行政と基礎自治体のあり方」
◇コーディネーター
時事通信社内政部長 明石 道夫 氏

◇パネラー
全国市長会相談役・佐賀県多久市長 横尾 俊彦 氏
全国町村会長・長野県川上村長 藤原 忠彦 氏
関西学院大学経済学部教授 林 宜嗣 氏

※講演の内容等は一部変更になる場合がございます。
◆場 所：市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

（千葉市美浜区浜田１丁目１番）
◆申込期限：平成２４年１０月３日（水）
◆申込方法：参加申込書（市町村アカデミーのホームページからダ

ウンロードできます）をＦＡＸまたは郵送でお送りく
ださい。

◆参 加 費：１０，０００円（宿泊費、食費等を含む）
◆決定通知：申込受理後、決定通知に併せて必要な資料を送付いた

します。
◆お問い合わせ：� ０４３－２７６－３１２６（研修部）

ＦＡＸ ０４３－２７６－８４８４
担当：稗田、片岡、二条久保
ホームページ http : //www.jamp.gr.jp

予予算算概概算算要要求求
地地方方債債計計画画案案
総務省が公表

地
方
債
は
１３
・
５
兆
円
を
予
定

通
常
収
支
１３
兆
４
５
５
４
億
円

の
う
ち
、
普
通
会
計
は
１１
兆
２
８

０
２
億
円
。
公
営
企
業
会
計
等
は

２
兆
１
７
５
２
億
円
と
な
っ
て
い

る
。
通
常
収
支
は
通
常
分
と
特
別

分
に
区
分
。
通
常
分
は
、
５
兆
９

３
３
３
億
円
。
前
年
度
計
画
額
に

比
べ
２
４
３
０
億
円
、
３
・
９
％

の
減
額
と
な
っ
た
。
特
別
分
は
７

兆
５
２
２
１
億
円
。
前
年
度
計
画

額
に
比
べ
１
８
８
８
億
円
、
２
・

６
％
の
増
。
特
別
分
の
う
ち
、
臨

時
財
政
対
策
債
の
規
模
は
６
兆
５

１
２
１
億
円
。
前
年
計
画
額
に
比

べ
３
７
８
８
億
円
、
６
・
２
％
の

増
と
な
っ
た
。
臨
財
債
は
地
方
へ

配
分
さ
れ
る
地
方
交
付
税
の
不
足

分
を
補
て
ん
す
る
役
割
を
担
う
。

省
庁
か
ら
財
務
省
へ
概
算

要
求
を
提
示
す
る
際
、
金

額
を
示
さ
ず
、
政
策
の
項
目
だ
け

を
盛
り
込
む
方
法
。
政
策
の
中
身

が
具
体
化
し
て
お
ら
ず
、
予
算
額

が
不
明
な
場
合
に
使
わ
れ
る
。
事

項
要
求
と
さ
れ
た
事
項
は
政
府
予

算
案
を
決
め
る
年
末
ま
で
に
追
加

要
求
す
る
。

内
閣
府
の
地
域
主
権
戦
略
室
は

９
月
３
日
、
第
２
回
の
「
義
務
付

け
・
枠
付
け
の
見
直
し
に
係
る
条

例
制
定
調
査
の
概
要
」
を
公
表
し

た
。
同
調
査
は
本
年
４
月
に
施
行

さ
れ
た
施
設
・
公
物
設
置
管
理
基

準
等
に
係
る
条
例
委
任
に
関
し
、

条
例
の
制
定
状
況
等
を
調
査
。
都

道
府
県
、
市
町
村
の
全
国
１
７
８

９
団
体
全
て
か
ら
回
答
を
得
た
。

結
果
、
１
６
５
７
団
体
が
６
月

議
会
ま
で
に
何
ら
か
の
条
項
に
つ

い
て
条
例
制
定
に
着
手
。
一
方
、

本
格
的
な
条
例
制
定
は
９
月
議
会

以
降
の
見
込
み
と
し
た
�
詳
細
は

内
閣
府
地
域
戦
略
室
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
参
照
。

第２回
義
務
付
け
枠
付
け
等
で

条
例
制
定
状
況
を
調
査
内閣府

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1845号９月２５日平成24年
（2012年）

解説

（１） 平成２４年９月２５日 第１８４５号
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本
会
で
は
こ
の
ほ
ど
、
「
平
成

２４
年
度
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る

実
態
調
査
結
果
」
を
取
り
ま
と
め

た
。
調
査
対
象
は
、
東
京
２３
特
別

区
を
含
む
全
国
８
０
９
市
。
人
口

段
階
別
に
区
分
し
て
い
る
。
調
査

期
間
は
平
成
２３
年
中
（
平
成
２３
年

１
月
１
日
〜
１２
月
３１
日
）
を
対
象

と
し
て
い
る
。
本
紙
で
は
、
調
査

結
果
の
概
要
を
今
号
と
次
号
の
２

回
に
分
け
掲
載
す
る
。
な
お
調
査

結
果
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲

載
済
み
で
あ
り
、
９
月
２１
日
付
で

全
市
へ
発
送
済
み
。

常常
任任
委委
員員
会会
のの

活活

動動

状状

況況

常
任
委
員
会
の
開
催
状
況
に
つ

い
て
は
表
�
の
と
お
り
。
「
５
万

人
未
満
」
の
段
階
で
平
均
２
・
８

委
員
会
と
な
っ
た
。
調
査
結
果
を

み
る
と
、
市
の
人
口
規
模
が
大
き

く
な
る
に
つ
れ
、
開
催
回
数
が
多

く
な
る
こ
と
が
分
か
る
。
「
指
定

都
市
」
で
は
平
均
５
・
６
委
員
会

と
「
５
万
人
未
満
」
の
段
階
の
２

倍
、
常
任
委
員
会
が
開
催
さ
れ
て

い
る
。
委
員
会
の
開
催
数
は
全
市

平
均
で
３
・
４
委
員
会
と
な
っ
て

い
る
。

な
お
、
委
員
会
開
催
数
で
は

「
３
委
員
会
」
が
３
８
７
市
と
最

多
で
あ
り
、
次
い
で
「
４
委
員
会
」

が
２
７
７
市
、
「
２
委
員
会
」
が

７５
市
と
続
く
。

定定
例例
会会
のの
平平
均均
会会
期期

日日
数数
・・
本本
会会
議議
日日
数数

第
１
回
定
例
会
の
「
平
均
会
期

日
数
」
は
、
全
市
平
均
で
２４
・
１

日
。
「
平
均
本
会
議
日
数
」
は
５

・
７
日
と
い
う
結
果
と
な
っ
た
。

第
２
回
定
例
会
で
は
、
「
会
期
日

数
」
１８
・
４
日
、
「
本
会
議
日
数
」

５
・
１
日
。
第
３
回

定

例

会

で

は
、
「
会
期
日
数
」
２３
・
６
日
、

「
本
会
議
日
数
」
は
５
・
３
日
。

第
４
回
定
例
会
で
は
、
「
会
期
日

数
」
１７
・
５
日
、
「
本
会
議
日
数
」

は
５
・
１
日
と
い
う
結
果
と
な
っ

た
。
年
間
を
通
し
て
み
て
み
る

と
、
延
べ
日
数
は
全
市
平
均
で

「
会
期
日
数
」
８３
・
３
日
、
「
本

会
議
日
数
」
２１
・
２
日
と
な
っ
た

�
表
�
参
照
。

実
態
調
査
で
は
、
臨
時
会
の
開

催
状
況
に
つ
い
て
も
調
査
し
た
。

市
長
招
集
臨
時
会
を
開
催
し
た
市

は
、
人
口
規
模
「
５
〜
１０
万
人
未

満
」
の

段

階

が
２
３
８
市

と

最

多
。
全
市
で
は
７
０
７
市
開
催
し

た
。
議
長
招
集
臨
時
会
を
開
催
し

た
市
は
、
人
口
規
模
「
５
万
人
未

満
」
の
段
階
が
２２
市
と
最
多
。
全

市
合
計
で
６６
市
開
催
し
た
。
議
員

招
集
臨
時
会
を
開
催
し
た
市
は
、

人
口
規
模
「
５
〜
１０
万
人
未
満
」

の
段
階
が
１５
市
と
最
多
と
な
っ
て

い
る
。
全
市
合
計
で
６１
市
が
開
催

し
た
。

１１
常常
任任
委委
員員
会会
ああ
たた
りり
のの

活活
動動
状状
況況
（（
平平
均均
））

１
常
任
委
員
会
あ
た
り
の
活
動

状
況
は
表
�
の
と
お
り
。

「
会
期
中
」
の
開
催
日
数
で
は
、

「
指
定
都
市
」
が
９
・
７
日
と
最

多
で
あ
り
、
次
い
で
「
４０
〜
５０
万

人
未
満
」
の
段
階
で
８
・
６
日
、

「
２０
〜
３０
万
人
未
満
」
の
段
階
で

７
・
７
日
と
続
く
。
開
催
日
数
は
、

全
市
平
均
で
６
・
６
日
で
あ
っ
た
。

「
閉
会
中
」
の
開
催
日
数
で
は
、

「
指
定
都
市
」
「
５０
万
人
以
上
」

の
段
階
が
４
・
４
日
と
と
も
に
最

多
。
次
い
で
「
３０
〜
４０
万
人
未
満
」

の
段
階
で
２
・
７
日
と
続
く
。
全

市
平
均
で
２
・
４
日
。

会
期
中
、
閉
会
中
を
合
わ
せ
た

「
全
開
催
日
数
」
で
は
、
「
指
定

都
市
」
が
開
催
日
数
１４
・
１
日
と

最
多
。
次
い
で
「
５０
万
人
以
上
」

の
段
階
で
１１
・
９
日
。
全
市
平
均

で
は
９
・
０
日
と
い
う
調
査
結
果

が
出
た
。「
市
外
行
政
視
察
回
数
」

は
全
市
平
均
で
０
・
９
回
、
「
市

外
行
政
視
察
日
数
」
は
全
市
平
均

２
・
３
日
と
な
っ
た
。
こ
れ
ら
を

合
わ
せ
た
「
年
間
活
動
日
数
」
は

１１
・
２
日
と
な
っ
た
。

（上）

市市
議議
会会
活活
動動
のの
実実
態態
まま
とと
めめ
るる

本会調査

２３
年
中
の
会
議
・
委
員
会
の
開
催
状
況

第１８４５号 平成２４年９月２５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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１１
特特
別別
委委
員員
会会
ああ
たた
りり
のの

活活
動動
状状
況況
（（
平平
均均
））

特
別
委
員
会
の
活
動
状
況
に
つ

い
て
は
表
�
の
と
お
り
。

「
会
期
中
」
の
開
催
日
数
で
は
、

「
指
定
都
市
」
が
３
・
６
日
と
最

多
。
次
い
で
「
５０
万
人
以
上
」
の

段
階
で
３
・
４
日
、
「
１０
〜
２０
万

人
未
満
」
の
段
階
で
３
・
３
日
と

続
く
。
全
市
平
均
で
は
、
２
・
８

日
と
い
う
調
査
結
果
と
な
っ
た
。

「
閉
会
中
」
の
開
催
日
数
で
は
、

「
５
〜
１０
万
人
未
満
」
の
段
階
で

３
・
１
日
と
最
多
。
次
い
で
、「
５

万
人
未
満
」
の
段
階
で
３
・
０

日
、
「
３０
〜
４０
万
人
未
満
」
の
段

階
で
２
・
８
日
と
続
く
。
全
市
平

均
は
、
２
・
８
日
で
あ
っ
た
。

「
開
会
中
」
「
閉
会
中
」
を
合

わ
せ
た
「
全
開
催
日
数
」
で
は
「
５０

万
人
以
上
」「
１０
〜
２０
万
人
未
満
」

の
段
階
で
５
・
９
日
と
最
多
。
次

い
で
、
「
５
〜
１０
万
人
未
満
」
の

段
階
で
５
・
７
日
と
続
く
。

市
外
行
政
の
「
視
察
回
数
」
で

は
全
市
平
均
で
０
・
２
回
、
「
視

察
日
数
」
と
し
て
は
０
・
４
日
と

い
う
結
果
。
こ
れ
ら
を
合
計
し
た

「
年
間
活
動
日
数
」
は
全
市
平
均

で
６
・
０
日
と
な
っ
た
。

こ
の
ほ
か
、
特
別
委
員
会
の
開

催
状
況
と
し
て
は
「
予
算
審
査
特

別
委
員
会
」
を
開
催
し
て
い
る
市

は
３
９
５
市
。
う
ち
、
「
５
万
人

未
満
」
の
段
階
で
１
２
６
市
設
置

と
最
多
。
「
決
算
審
査
特
別
委
員

会
」
で
は
開
催
市
数
６
１
７
市
。

う
ち
、
「
５
万
人
未
満
」
の
段
階

で
１
９
６
市
と
最
多
と
い
う
結
果

と
な
っ
た
。

議議
会会
運運
営営
委委
員員
会会
のの
開開
催催

状状
況況
とと
活活
動動
状状
況況（（
平平
均均
））

議
会
運
営
委
員
会
に
つ
い
て
は

表
⑥
の
と
お
り
。
「
会
期
中
」
開

催
日
数
は
「
指
定
都
市
」
が
１６
・

３
日
と
最
多
。
次
い
で
「
５０
万
人

以
上
」
の
段
階
で
１５
・
９
日
と
続

く
。
全
市
平
均
で
１０
・
９
日
。「
閉

会
中
」
の
開
催
日
数
で
は
「
４０
〜

５０
万
人
未
満
」
の
段
階
で
９
・
２

日
と
最
多
。
次
い
で
「
５０
万
人
以

上
」
の
段
階
で
８
・
７
日
。
全
市

平
均
で
８
・
４
日
と
い
う
調
査
結

果
で
あ
っ
た
。
「
会
期
中
」
「
閉

会
中
」
あ
わ
せ
た
「
全
開
催
日
数
」

は
「
指
定
都
市
」
で
２４
・
６
日
と

最
多
と
な
っ
た
。
全
市
平
均
で
１９

・
３
日
と
な
っ
た
。
市
外
行
政
に

お
い
て
「
視
察
回
数
」
は
全
市
平

均
で
０
・
５
回
、
「
視
察
日
数
」

１
・
２
日
。
「
年
間
活
動
日
数
」

は
全
市
平
均
で
２０
・
４
日
で
あ
っ

た
。

議議
員員
提提
出出
にに
よよ
るる
議議
案案

議
員
提
出
に
よ
る
議
案
は
２３
年

中
で
９
３
８
８
件
で
あ
っ
た
�
表

⑤
参
照
。
内
訳
を
み
る
と
、
「
意

見
書
案
」
が
５
６
２
５
件
と
半
数

以
上
を
占
め
る
。
議
案
９
３
８
８

件
の
議
決
態
様
件
数
を
見
る
と
、

「
原
案
可
決
」
が
８
２
０
６
件
と

最
多
。
次
い
で
「
否
決
」
が
９
７

９
件
、
「
審
議
未
了
・
撤
回
・
そ

の
他
」
が
１
４
５
件
と
続
く
。

表④ １特別委員会あたりの活動状況（平均）
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前
号
に
引
き
続
き
今
号
で
も
６
月
定
例
会
に
お
け
る
意
見
書
・
決

議
の
議
決
状
況
を
掲
載
す
る
。

「
意
見
書
・
決
議
の
議
決
状
況
」
（
下
）
で
は
、
「
基
地
対
策
関

係
予
算
の
増
額
等
を
求
め
る
意
見
書
」
が
１
３
９
件
と
な
り
、
基
地

・
調
整
両
交
付
金
の
増
額
確
保
等
を
求
め
る
意
見
書
が
最
多
と
な
っ

た
。
こ
の
ほ
か
意
見
書
で
は
、
「
防
災
・
減
災
ニ
ュ
ー
デ
ィ
ー
ル
に

よ
る
社
会
基
盤
の
再
構
築
」
が
１
２
０
件
、
「
北
朝
鮮
に
よ
る
日
本

人
拉
致
問
題
の
早
期
解
決
」
が
５０
件
の
順
で
議
決
数
が
続
く
。

基
地
対
策
関
係
予
算
の
う
ち
、

総
務
省
所
管
の
基
地
・
調
整
両
交

付
金
は
、
平
成
元
年
度
か
ら
固
定

資
産
税
評
価
替
え
の
翌
年
度
に
増

額
確
保
さ
れ
て
き
た
。
今
年
度
は

３
年
に
一
度
の
固
定
資
産
税
評
価

替
え
の
年
度
。
各
市
か
ら
来
年
度

予
算
の
増
額
確
保
を
求
め
る
意
見

書
が
、
数
多
く
提
出
さ
れ
た
。

基
地
交
付
金
は
、
固
定
資
産
税

の
代
替
的
性
格
を
基
本
と
し
な
が

ら
、
自
衛
隊
・
米
軍
の
施
設
が
所

在
す
る
こ
と
に
よ
る
市
町
村
の
特

殊
な
財
政
需
要
に
対
処
す
る
た

め
、
交
付
さ
れ
て
い
る
。
基
地
交

付
金
の
額
は
同
税
相
当
額
に
及
ば

な
い
も
の
の
、
関
係
市
町
村
に
と

り
貴
重
な
財
源
と
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
調
整
交
付
金
は
、
基
地

交
付
金
の
対
象
外
で
あ
る
米
軍
資

産
に
対
し
、
基
地
交
付
金
の
対
象

と
な
る
国
有
資
産
と
の
均
衡
を
図

る
も
の
。
あ
わ
せ
て
米
軍
関
係
者

が
、
市
町
村
民
税
の
非
課
税
措
置

を
受
け
て
い
る
こ
と
に
よ
る
税
財

政
上
の
影
響
を
考
慮
し
、
制
度
化

さ
れ
て
い
る
。
意
見
書
で
は
両
交

付
金
の
増
額
確
保
の
ほ
か
、
防
衛

省
所
管
の
基
地
周
辺
対
策
経
費
の

所
要
額
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、

各
事
業
の
▽
補
助
対
象
施
設
▽
範

囲
―
の
拡
大
な
ど
、
適
用
基
準
の

更
な
る
緩
和
等
を
求
め
て
い
る
。

「
基
地
対
策
関
係
予
算
の
増
額
等
」が
最
多

６６
月月
定定
例例
会会
のの
意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況
（下）

第
８
回
地
域
医
療
政

策
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議

会
協
議
会
（
会
長
�
田
中
修
一
・

町
田
市
議
会
議
長
）
は
１０
月
２５
日

（
木
）
、
１３
時
か
ら
東
京
・
都
市

セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
「
第
８
回
地

域
医
療
政
策
セ
ミ
ナ
ー
」
を
開
催

す
る
こ
と
と
致
し
ま
し
た
。

参
加
申
し
込
み
は
既
に
受
け
付

け
て
お
り
、
先
着
順
で
定
員
の
４

０
０
人
が
集
ま
り
次
第
、
募
集
を

締
め
切
ら
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

参
加
費
は
当
加
盟
協
議
市
が
無

料
、
未
加
盟
市
は
一
人
２
０
０
０

円
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
皆
様
の

参
加
を
お
待
ち
し
て
お
り
ま
す
。

※
な
お
、
詳
細
は
本
会
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。

▽
東
御
市
（
長
野
県
）

〒
３
８
９
―
０
５
９
２

長
野
県
東
御
市
県
２
８
１
―
２

TEL
０
２
６
８
（
６
４
）
５
８
１
０

FAX
０
２
６
８
（
６
２
）
５
０
４
０

【
訂
正
と
お
詫
び
】

本
紙
９
月
１５
日
付
第
１
８
４
４

号
３
面
の
写
真
説
明
欄
に
誤
り
が

あ
り
ま
し
た
。
「
�
石
田
真
敏
・

参
議
院
総
務
委
員
会
筆
頭
理
事
」

と
あ
る
の
は
「
�
石
田
真
敏
・
衆

議
院
総
務
委
員
会
筆
頭
理
事
」
の

誤
り
で
し
た
。
訂
正
し
、
お
詫
び

い
た
し
ま
す
。

議会

６月定例会意見書・決議の議決状況（下） （２４．５．１～７．３１）

決 議
【建設・運輸・郵政・国土保全】 【 ５５】 【 ２】
○都市再生機構賃貸住宅を公共住宅として継 ９ ―
続し、居住者の居住の安定確保を求める
○外国資本による土地売買等に関する法整備 ７ ―
○高速バス事故の再発防止と安全確保に関す ７ ―
る対策の強化
○郵便局のネットワークを維持し、通信と金 ６ ―
融のユニバーサルサービスをまもるために
特段の配慮を求める
○北陸新幹線のフル規格による早期完成 ５ １
○その他 ２１ １
【警察・防災・消防】 【 １５６】 【 ３】
○「防災・減災ニューディール」による社会 １２０ ―
基盤の再構築
○緊急事態基本法の早期制定を求める ２５ ―
○無免許運転・危険運転等の根絶のための対 ５ ―
策及び法改正を求める
○その他 ６ ３
【労働・商工】 【 ３７】 【 ０】
○最低賃金の大幅な改善 ２３ ―
○駐留軍関係離職者等臨時措置法の期限延長 ５ ―
○その他 ９ ―
【外交・防衛・国際関係】 【 ２４２】 【 ７】
○基地対策関係予算の増額等 １３９ ―
○北朝鮮による日本人拉致問題の早期解決 ５０ ―
○尖閣諸島をはじめ日本の領土及び領海を保 ３３ １
全するための体制整備
○ＭＶ２２オスプレイの配備及び飛行訓練に反 ９ ６
対
○その他 １１ ―
【社会・くらし】 【 １００】 【 １】
○東京電力株式会社の電気料金値上げ反対、 １７ ―
料金改定における慎重な審査
○公的年金の削減に反対、年金受給資格期間 １５ ―
の短縮
○総合福祉部会の骨格提言に基づく新たな障 １４ ―
害者総合福祉法制度の確立
○介護保険制度の抜本的な基盤整備 １０ ―
○子ども・子育て新システムによる保育制度 ６ ―
改革反対・現行保育制度の拡充
○父子家庭支援策の拡充 ５ ―
○拙速な人権救済機関の設置を目的とする法 ５ ―
律の制定に反対
○「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法 ５ ―
律」の改正、「空襲被害者等援護法」（仮
称）の成立を求める
○生活保護制度の抜本的な見直し ４ ―
○その他 １９ １
【その他】 【 １】 【 ３】
【合 計】 【 ５９１】 【 １６】
【総合計】 【 １，２５９】 【 ５４】

意見書件 名

議議
会会
所所
在在
地地
変変
更更
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